
アスミック・エース株式会社

貸　 借 　対 　照 　表

（2025年3月31日現在）
（単位：千円）

金      額 金       額

 【 資  産  の  部 】 12,152,917  【 負  債  の  部 】 5,650,441

 流   動   資   産　 11,873,374  流   動   負   債　 5,647,941

現 金 及 び 預 金 2,060 3,798,798

売 掛 金 4,733,576 257,767

未 収 入 金 566,514 750,892

番 組 勘 定 2,767,547 171,618

製 品 110 307,255

商 品 5 344,373

仕 掛 品 1,642,140 17,238

配 給 映 画 5,967  固   定   負   債　 2,500

未 収 還 付 法 人 税 等 67,921 2,500

未 収 消 費 税 等 339,003

前 払 費 用 33,491

前 渡 金 1,691,353

立 替 金 23,669

そ の 他 流 動 資 産 18

 固   定   資   産　 279,543  【 純　資　産  の  部 】 6,502,476

 有 形 固 定 資 産　 123,124  株   主   資   本 6,502,476

建 物 及 び 付 属 設 備 6,425 1,387,500

工 具 器 具 備 品 115,149 2,163,640

建 設 仮 勘 定 1,550 資 本 準 備 金 2,163,640

 無 形 固 定 資 産 93,732 2,951,336

商 標 権 401 利 益 準 備 金 30,330

ソ フ ト ウ ェ ア 91,556 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,921,006

電 話 加 入 権 1,775 別 途 積 立 金 43,500

 投 資 そ の 他 の 資 産 62,687 繰 越 利 益 剰 余 金 2,877,506

関 係 会 社 株 式 2,375

長 期 前 払 費 用 14,349

差 入 保 証 金 19,313

繰 延 税 金 資 産 26,650

資 産 の 部 合 計 12,152,917 12,152,917

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

負 債 ・ 純 資 産 の 部 合 計

預 り 金

短 期 借 入 金

そ の 他 流 動 負 債

長 期 預 り 金

科      目 科      目

買 掛 金

未 払 金

前 受 金

未 払 費 用



アスミック・エース株式会社

損  益  計  算  書

自　2024年  4月 １日
至　2025年  3月31日

(単位：千円)
科　　　　目 金　　　　　額

売上高 12,410,343

売上原価 9,415,625

売上総利益 2,994,718

販売費及び一般管理費 2,062,212

営業利益 932,506

営業外収益
　　受取利息 717
　　その他営業外収益 184 901
営業外費用
　　支払利息 1,688
　　為替差損 21,925 23,613

経常利益 909,794

特別損失
　　仕掛品強制償却 30,341 30,341

税引前当期純利益 879,453
法人税、住民税及び事業税 232,164
法人税等調整額 37,538 269,702
当期純利益 609,751



個別注記表

自　2024年 4月   1日
至　2025年 3月 31日

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１） デリバティブの評価方法
時価法によっております。

（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品、製品 移動平均法
配給映画 個別法
仕掛品 個別法
番組勘定 個別法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっております。

（３） 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定額法によっております。
② 無形固定資産

定額法によっております。
③ 長期前払費用

（４） 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

（５） 収益の認識基準
以下の５ステップアプローチに基づき、顧客に移転する財やサービスとの交換により、その権利を得ると見込む金額を
収益として認識しています。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するに応じて）収益を認識する。

当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。

① 映画事業
映画製作、劇場配給を主な履行義務として識別しています。
収益は映画製作収入及び劇場配給収入により構成されています。
映画製作収入については、履行義務が充足される映画の引き渡し時に収益を認識しております。
劇場配給収入については、興行会社から興行成績の報告を受け、当該報告に基づき収益を認識しております。
これらの取引の対価は、概ねサービス提供月に請求し、3カ月以内に受領しております。

② ライツ事業
映画作品を中心とした海外ライセンス、テレビ権及び配信権販売を主な履行義務として識別しています。
海外ライセンス、テレビ権及び配信権販売については、履行義務が充足される作品が
配給、放送、配信可能となった時に収益を認識しています。
これらの取引の対価は、概ねサービス提供月に請求し、3カ月以内に受領しております。

③ メディア・プラットフォーム事業
VODプラットフォーム及びチャンネル向けに映像作品の調達業務及び配信を行うことを主な履行義務として
認識しています。
調達業務収入及び配信収入については、履行義務が充足されるサービス提供時に収益計上しております。
これらの取引の対価は、概ねサービス提供月に請求し、翌月までに受領しております。

（６） 記載金額について
 　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

2. 貸借対照表に関する注記

（１） 有形固定資産の減価償却累計額 千円

（２） 関係会社に対する金銭債権・債務
短期金銭債権 千円
短期金銭債務 千円

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しております。

　 定額法によっております。

669,447

625,427
489,659



3. 税効果会計に関する注記

（１） 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

未払費用 千円
仕掛品評価損 千円
未払事業税否認額 千円
その他 千円

繰延税金資産合計 千円

　繰延税金負債
未収還付事業税 千円
その他 千円

繰延税金負債合計 千円
繰延税金資産の純額 千円

（２） 法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

4. 関連当事者との取引に関する注記

（単位：千円）

なお、資金の貸付の取引金額は、当事業年度での純増減額を記載しております。

なお、資金の借入の取引金額は、当事業年度での純増減額を記載しております。

7,181

(注４)

利息の受取

売掛金・未収入金

関連当事者
との関係

取引の内容

7,055
7,558
8,877

3,675

4,023
26,649

　「所得税法等の一部を改正する法律」が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、
繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、一時差異等に係る解消時期に応じて
以下のとおり変更されております。
　　2025年４月１日から2026年３月31日　30.62％
　　2026年４月１日以降　31.52％
　この税率の変更による影響は軽微であります。

347

資金の借入

30,672

1,098,226

属性
会社名または
氏名

(注１) 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
(注２) 取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格や市場金利を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

(注４) 資金の貸付については、市場金利を勘案して貸付利率を合理的に決定しております。

資金の借入については、市場金利を勘案して借入利率を合理的に決定しております。(注５)

(注３) 一般取引条件を勘案して、交渉の上行っております。

JCOM
株式会社

(注２)

(注３) 216,145

-

取引金額 科目

716 -

97,986

番組供給等 売掛金・未収入金

621,722

番組供給・
業務委託
等・資金の
借入

(注５)

買掛金・未払金

(注３) 113,237 47,300

親会社 KDDI
株式会社

被所有
間接保有
50.00%

番組供給・
業務委託
等 (注２) 40,762

被所有
直接保有
100.00%

番組供給等

業務委託手
数料等

買掛金・未払金

議決権等の所
有(被所有)割
合

期末残高

親会社

放映権の
取得

(注３) 269,000

3,705

利息の支払

-

短期借入金

344,372

(注５) 1,688

344,372

-

業務委託手
数料等



5. 1株当たり情報に関する注記
1株当たり純資産額
1株当たり当期純利益

株数変動があった場合は別途計算↑
6. 重要な後発事象に関する注記

　該当ありません。

31,942円 54銭
340,640円 00銭


